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2025（令和 7）年 9月 1日 
 

人材協、2024（令和 6）年度分「業況調査」を発表 

一般社団法人日本人材紹介事業協会(略称／人材協)は、有料職業紹介事業の常用求人数、新規

求職申込件数、常用就職件数、手数料額について、会員企業の 2024（令和 6）年度の実績を集計

いたしましたのでお知らせいたします。 

尚、2023年・2024年度連続回答があった企業の取扱状況を比較しました。その結果、2024年

度の常用就職件数は 7.5％の増加、手数料（総額）は 13.3％の増加となりました。 

 

【１】 前年度との比較 

（１） 常用求人数 

① 全職業総計で 45.5％増加 

② 職業別では「保育・教育の職業」が 67.1%と最も増加し、次いで「法務・経営・文化芸術の

専門的職業」が 66.0％、「販売・営業の職業」が 58.3％の増加となった。 

（２） 新規求職申込件数 

① 全職業総計で 24.1％増加 

② 職業別では「管理的職業」が 56.4％と最も増加し、次いで「事務的職業」が 28.9％、「研

究・技術」が 25.2％増加した。 

（３） 常用就職件数 

① 全職業総計で 7.5％増加 

② 職業別では「管理的職業」が 19.7％と最も増加し、次いで「販売・営業の職業」が 10.4％、

「事務的職業」が 10.3％、「福祉・介護の職業」が 10.2％と増加した。 

（４） 手数料（総額） 

① 全職業総計で 13.3％増加 

② 職業別では「管理的職業」が 20.8％と最も増加し、次いで「保育・教育の職業」が 19.7％、

「販売・営業の職業」が 16.1％、「福祉・介護の職業」が 15.1％とそれぞれ増加した。 

（５） 就職１件当たりの手数料額（単価） 

① 全職業平均で 5.4％増加 

② 職業別では「保育・教育の職業」が 10.5％と最も増加し、次いで「医療・看護・保健の職業」が

9.1％、「販売・営業の職業」が 5.2％、「研究・技術の職業」が 4.7％とそれぞれ増加した。 

  

本件の問合せ先 

一般社団法人日本人材紹介事業協会 

（略称／人材協） 事務局 

担当：早川 

電話：03-5408-5454 

E-mail：info@jesra.or.jp 

住所：東京都港区芝公園 2-6-15 

 黒龍芝公園ビル西館 2階 
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＜2023年・2024年度 取扱い状況の比較表＞ 

2024年度分と 2023年度分の連続して回答があった 79社比較 

  
常用求人数(人) 新規求職申込件数(件) 

2024 年度 2023 年度 前年度比 2024 年度 2023 年度 前年度比 

管理 194,093 152,516 127.3% 130,656 83,562 156.4% 

研究・技術 1,424,804 1,003,833 141.9% 731,906 584,772 125.2% 

法務・経営・
文化芸術 

192,572 115,975 166.0% 160,964 138,352 116.3% 

医療・看護・
保健 

661,068 486,968 135.8% 594,021 538,205 110.4% 

保育・教育 108,218 64,770 167.1% 326,721 262,927 124.3% 

事務 570,112 414,284 137.6% 1,102,185 854,984 128.9% 

販売・営業 974,435 615,508 158.3% 874,328 715,965 122.1% 

福祉・介護 252,331 191,428 131.8% 558,983 471,604 118.5% 

その他 288,067 162,313 177.5% 579,037 426,174 135.9% 

全職業 4,665,700 3,207,595 145.5% 5,058,801 4,076,545 124.1% 

  
常用就職件数(件) 手数料 (千円) 

2024 年度 2023 年度 前年度比 2024 年度 2023 年度 前年度比 

管理 8,971 7,492 119.7% 20,535,629 17,005,790 120.8% 

研究・技術 54,999 52,236 105.3% 93,328,853 84,655,009 110.2% 

法務・経営・
文化芸術 6,236 6,234 100.0% 11,405,883 11,341,350 100.6% 

医療・看護・
保健 

68,956 68,366 100.9% 63,618,332 57,815,883 110.0% 

保育・教育 17,097 15,800 108.2% 13,137,623 10,975,756 119.7% 

事務 53,129 48,188 110.3% 77,018,885 67,353,544 114.4% 

販売・営業 43,360 39,282 110.4% 60,009,886 51,679,078 116.1% 

福祉・介護 36,104 32,749 110.2% 26,823,004 23,299,586 115.1% 

その他 13,659 11,053 123.6% 14,990,165 11,969,696 125.2% 

全職業 302,511 281,400 107.5% 380,868,260 336,095,692 113.3% 

  
1 人平均手数料（単価） (千円)    

2024 年度 2023 年度 前年度比    

管理 2,289 2,270 100.8%    

研究・技術 1,697 1,621 104.7%    

法務・経営・
文化芸術 

1,829 1,819 100.5%    

医療・看護・
保健 

923 846 109.1%    

保育・教育 768 695 110.5%    

事務 1,450 1,398 103.7%    

販売・営業 1,384 1,316 105.2%    

福祉・介護 743 711 104.5%    

その他 1,097 1,083 101.3%    

全職業 1,259 1,194 105.4%    

※常用求人数、新規求職申込件数は、同一

求人者、同一求職者からの重複申込みが

あると推測されるので、延べ数であること

にご留意ください。 
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【２】地域別の前年度比 

 （１）地域別常用就職件数 

  北海道・東北、近畿地域以外は全職業で増加した。 

   管理 研究・技術 
法務・経営・ 
文化芸術 

医療・看護・ 
保健 

保育・教育 

地
域 

北海道・東北 139.1% 106.3% 95.1% 83.4% 108.0% 

関東（除東京） 97.4% 95.0% 98.5% 104.7% 108.1% 

東京 124.3% 107.0% 105.1% 100.8% 117.2% 

中部 133.2% 113.6% 97.0% 100.8% 100.7% 

近畿 86.8% 99.2% 62.0% 101.1% 109.0% 

中国・四国 100.5% 98.3% 125.6% 106.6% 83.3% 

九州・沖縄 181.9% 106.7% 136.2% 109.2% 112.7% 

合計 119.7% 105.3% 100.0% 100.9% 108.2% 

  事務 販売・営業 福祉・介護 その他 全職業 

地
域 

北海道・東北 111.5% 121.4% 96.7% 101.7% 97.9% 

関東（除東京） 126.6% 102.0% 112.6% 177.1% 109.6% 

東京 113.2% 117.3% 118.3% 126.8% 111.1% 

中部 116.9% 114.7% 102.1% 119.1% 109.6% 

近畿 88.5% 82.1% 105.7% 104.1% 97.3% 

中国・四国 107.8% 117.7% 92.4% 129.3% 104.3% 

九州・沖縄 111.7% 124.0% 113.7% 121.5% 113.6% 

合計 110.3% 110.4% 110.2% 123.6% 107.5% 

 

 

 

（２）地域別手数料額（総額） 

  就職件数および手数料単価の増加に伴い、全国の全職業総計で増加した。 

   管理 研究・技術 
法務・経営・
文化芸術 

医療・看護・
保健 

保育・教育 

地
域 

北海道・東北 130.8% 114.5% 98.4% 97.6% 125.2% 

関東（除東京） 111.0% 108.7% 102.5% 114.1% 126.6% 

東京 123.1% 108.9% 103.4% 108.6% 121.7% 

中部 148.7% 121.9% 101.7% 109.9% 113.9% 

近畿 89.0% 109.0% 66.3% 112.3% 114.6% 

中国・四国 98.7% 104.9% 122.8% 111.5% 98.5% 

九州・沖縄 177.8% 112.2% 147.3% 120.6% 132.4% 

合計 120.8% 110.2% 100.6% 110.0% 119.7% 



- 4 - 

 

地
域 

  事務 販売・営業 福祉・介護 その他 全職業 
 

北海道・東北 121.2% 124.0% 104.7% 131.2% 111.4% 

関東（除東京） 129.9% 114.6% 117.6% 165.1% 118.7% 

東京 115.8% 120.7% 120.1% 129.6% 114.2% 

中部 124.4% 124.0% 109.5% 119.5% 119.8% 

近畿 94.1% 87.1% 111.5% 106.0% 102.7% 

中国・四国 113.9% 134.6% 103.1% 129.4% 113.1% 

九州・沖縄 117.1% 130.9% 122.1% 108.8% 122.2% 

合計 合計 116.1% 115.1% 125.2% 113.3% 

 

 

 

 （３）地域別就職 1件当たりの手数料額（単価） 

  全地域で増加し、全職業平均で 5.4%の増加となった。 

   管理 研究・技術 
法務・経営・
文化芸術 

医療・看護・
保健 

保育・教育 

地
域 

北海道・東北 94.1% 107.7% 103.5% 117.0% 116.0% 

関東（除東京） 114.0% 114.4% 104.1% 109.0% 117.1% 

東京 99.0% 101.7% 98.4% 107.6% 103.8% 

中部 111.7% 107.2% 104.8% 109.1% 113.2% 

近畿 102.5% 109.9% 107.0% 111.1% 105.1% 

中国・四国 98.2% 106.7% 97.8% 104.6% 118.3% 

九州・沖縄 97.7% 105.1% 108.1% 110.3% 117.6% 

平均 100.8% 104.7% 100.5% 109.1% 110.5% 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

地
域 

 

  事務 販売・営業 福祉・介護 その他 全職業 
 

北海道・東北 108.7% 102.0% 108.2% 129.1% 113.7% 

関東（除東京） 102.6% 112.4% 104.3% 93.3% 108.2% 

東京 102.3% 102.9% 101.6% 102.2% 102.8% 

中部 106.5% 108.1% 107.1% 100.3% 109.3% 

近畿 106.3% 106.2% 105.5% 101.8% 105.5% 

中国・四国 105.6% 114.3% 111.6% 100.1% 108.5% 

九州・沖縄 104.8% 105.6% 107.4% 89.5% 107.6% 

平均 103.7% 105.2% 104.5% 101.3% 105.4% 

 

 



- 5 - 

 

【３】2024（令和 6）年度調査の概要 

１ 調査対象  人材協会員全社（2025年 4月 1日現在 256社） 

２ 調査方法・時期 2025年 4月末日までに都道府県労働局に報告した「事業報告書」 

（様式第 8号）の写しを人材協事務局へ提出していただく方法により実施。 

３ 集計項目  常用求人数・新規求職申込件数・常用就職件数・手数料額 

４ 回答事業所数 92社・525事業所 ＜回答率（会社単位）92／256社＝35.9％＞ 

地域別及び事業所規模（紹介業務従事者数）別の区分は、統計の有意

性 及び個別データの秘匿の観点から、地域は 7 区分、規模は 4 区分と

した。 

◇地域別事業所数 

 地   域 事業所数 比率 

地 

域 

北海道・東北 〔北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島〕 47 9.0% 

関 東 〔茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、神奈川〕 66 12.6% 

東 京 92 17.5% 

中 部 〔新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、岐阜、静岡、愛知、三重〕 100 19.0% 

近 畿 〔滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山〕 86 16.4% 

中四国 〔鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知〕 64 12.2% 

九州・沖縄 〔福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄〕 70 13.3% 

合  計 525 100% 

 

◇事業所規模 

 
紹介部門の従事者数 事業所数 比率 

規 

模 

1～3 人 169 32.2% 

4～10 人 148 28.2% 

11～30 人 109 20.8% 

31 人以上 99 18.9% 

   合  計 525 100% 

 

□ 人材協＝一般社団法人 日本人材紹介事業協会／厚生労働大臣の許可を得た有料職業紹介事業者を会員と
する法人。昭和 46 年以来、民間職業紹介事業者の業界団体として活動。2000(平成 12)年 5 月より社団法人
化。2012(平成 24)年 4月に一般社団法人へ移行。 

 
□ 民間有料職業紹介事業者＝職業安定法第 30条の規定により厚生労働大臣の許可を受け、職業紹介事業を行

う民間会社等。自ら雇用した労働者を企業に派遣する人材派遣事業と異なり、求人企業と人材の間の労働契約
を斡旋する。 


